
験 結果 従 客観 判断 分 場 、第 、類似
事件が多数あって既に先例となる答申の積み重ねがあり、審査会が調査審
議しても明らかに同じ結論となるような処分の場合である 97）。
最後に、審査会の調査審議の範囲について触れておく。
実務上問題となりうるのは、審理員意見が請求一部認容、一部棄却とす
べきというものであった場合、審査会の調査審議が一部認容部分を含めた
請求全体に及ぶか、それとも一部棄却部分に限られるかである。
この点については、法の第一義的目的が国民の権利利益の救済を図るこ
とであり、そのために審査請求人の不利益に原処分を変更することを禁止
していること等に照らし、一部棄却の意見部分に限定されるべきとする見
解もある 98）。
国民の権利利益の救済という目的に照らすと、審査会は、審査請求人に
有利な事実認定や当・不当の判断についてはそれをそのまま尊重し、同人
に不利な事実認定や当・不当の判断のみを調査審議の対象とするのが相当
と思われる。ただ、改正法の目的に行政の適正な運営を確保することも含
まれていることに鑑みると、不服申立てに係る処分等に関する法令の解
釈・適用については、一部認容に係る意見部分も調査審議の範囲に含め、
審査会が審理員による法令の解釈・適用に誤りがあると認めるときは、全
部棄却が相当との答申をすることも妨げられないというべきではないかと
思われる（図表 6）99）。

図表 6　審査会の調査審議の範囲
審理員意見

請求一部認容 請求一部棄却

事実認定 × ○

当・不当判断 × ○

法令解釈・適用 ○ ○

97）宇賀＝若生・前掲注 8、49 頁〔若生発言〕参照。
98）宇賀・前掲注 52、186 頁参照。
99）中村・前掲注 73、28 頁参照。

（4）事務局・補助職員 100）

自治体にとって、審理員の確保や審査会の構成と並んで重要な課題とし
て、審査庁・審査会の各事務局と、審理員の補助職員（以下「事務局等」と
いう）の体制構築が挙げられる。
特に、中小規模の自治体において検討しなければならないのが、事務局
等を同一部門がどこまで兼務できるかという問題である。
本来、事務局等体制の決定は、当該自治体の長の裁量によると考えられ
る。それにあたって、審理員にあるような除斥事由が明文で定められてい
るわけではない。
しかし、国民の権利利益の救済を図るとともに、行政の適正な運営を確
保するという改正法の目的（改正法 1条 1項）に照らせば、事務局等体制
の決定といえども、長に無制限の裁量が認められるべきではなく、改正法
の趣旨に反する事務局等体制に基づいて行われた審査手続は、具体的な事
情によっては裁決の取消事由にあたるレベルの手続的瑕疵を生じさせると
解すべきであろう。
そして、どのような事務局等体制が改正法の趣旨に反するかという問題
は、事務局等相互間に求められる独立性の観点から検討するのが妥当と思
われる。すなわち、事務局等体制については、審査庁・審査会・審理員に
ついて、それぞれA課、B課、C課という別々の部門が担当するのであ
れば何ら問題はないところ、それは各課の指揮命令系統がそれぞれ独立し
ており、特に事務局等が審理員意見書、審査会の答申書及び審査庁の裁決
書の各原案を起案する業務を担う場合、事実上はともかく、理論上は相互
に干渉することがないためである。これに対し、例えば審査庁と審査会の
事務局をA課が兼務して担当する場合、審査庁の裁決書と審査会の答申
書の各原案の起案に関する決裁権者であるA課長が、処分庁に有利な裁
決を導くため審査会の答申書原案の内容を誘導する可能性を理論上否定で
きず、改正法の目的を達成できなくなるおそれがある。
したがって、事務局等体制については、事務局等相互間に、改正法の目
的達成を阻害しない程度の独立性が求められるといえよう。
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